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は　じ　め　に

　意欲ある農業者にとって、経営規模の拡大や経営の多角化などにより経営の改善・
発展のチャンスの多い時代となっています。農業経営を着実に改善・発展させるた
めには、不必要な出費を省くなどコストに対して細心の注意を払う必要があり、簿
記記帳は欠かせません。
　農業者が簿記記帳を始めるきっかけに、個々の経営実態に応じた納税、節税が図
られる青色申告があります。農業所得者の青色申告者数は、他の事業所得者に比べ
て普及率は低いものの、着実に増加しています。それは白色申告者の記帳・帳簿の
保存義務化など、青色申告への取り組みが避けて通れない時代となる一方、令和９
年分以後の所得税では青色申告特別控除が最大75万円（e-Taxによる申告に加え、
優良な電子帳簿保存等を行う場合）へ引き上げられるなど、青色申告のメリットが
拡充されていることもあり、今後さらに青色申告の利用者は増加するでしょう。
　収入保険制度をはじめ各種農業施策の対象として青色申告者を位置づけるように
なっており、青色申告の重要性はますます増しています。令和９年４月より２年間
実施予定の飲食料品に係る消費税率１％引き下げ措置につきましては、本書刊行時
点で未確定要素が多いため本文には反映しておりません。しかしながら、今後は消
費税の扱いについても十分に意識した記帳・帳簿管理が必要です。
　本書は、青色申告の制度、申告手続き、記帳の実務、確定申告書の作成から納税
までを網羅し、各様式の記入例を交えて詳しく解説した農家向け手引書です。
　令和８年度版では、令和８年度税制改正による合計所得金額に応じた基礎控除額
の引き上げや、青色申告特別控除の見直し、e-Taxの申告についてなども盛り込ん
だ、農業に関する税制改正事項を冒頭に掲載しています。
　農業経営を着実に改善・発展させたいと考える農業者の皆さまに、座右の手引書
として活用いただければ幸いです。
　最後に、本書の発行にあたり、山形県農業会議の五十嵐淳、栃木県農業会議の渡邉
一俊、東京都農業会議の金井望、神奈川県農業会議の佐藤茂樹、岐阜県農業会議の伊
藤隆弘・三浦光男、香川県農業会議の太田健司、髙田武（前全国農業会議所、元栃木
県農業会議）をはじめとする都道府県農業会議などの関係者とともに、税理士の小田満
氏、前山静夫氏にご協力いただきました。ここに誌面を借りて心よりお礼申し上げます。

　　　令和８年９月
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第　１　章

青色申告制度のあらまし
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1.1　　農業所得の計算と青色申告

1.1.1　青色申告と白色申告

　わが国の所得税は、自らの所得と税額を計算し納税するという「申告納税制度」
をとっています。
　農業所得の計算は、実際の収入金額から必要経費を差し引いて所得計算する「収
支計算」が原則です。
　白色で申告を行う農業者は、これまで記帳の慣行が必ずしも十分でなかったこと
もあり、平成中頃までは、国・地方公共団体が申告の際の目安として作成・開示す
る、いわゆる農業所得標準を用いて申告を行ってきました（小規模な農業所得者が
対象）。その後、一定の移行期間を経て農業所得を有するすべての農業者が「収支
計算」による申告となりました。
　一方、青色申告制度は、昭和24年のシャウプ勧告に基づいて、昭和25年から設
けられた制度で、一定の帳簿を備え付け、日々の記帳に基づいて所得と税額を計算
し申告します。白色申告に比べると合理的な税務申告ができるとともに、多くの特
典があります（８～11ページ参照）。

1.1.2　記帳や帳簿などの保存制度

１）　白色申告の場合
　平成26年１月から事業（農業）所得、不動産所得、山林所得を生ずべき業務を
行うすべての人は、帳簿を備え付けて収入金額や必要経費に関する事項を記帳する
とともに、帳簿や書類を保存する必要があります。
　記帳する内容は、売上げなどの収入金額や必要経費に関する事項について、取り
引きの年月日、売上先・仕入先の相手方の名称・金額などです。なお、一つ一つの
取引ごとでなく、日々の合計金額をまとめて記載するなど、簡易な方法で記載して
もよいことになっています。
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保存が必要なもの 保　存　期　間

帳　簿
収入金額や必要経費を記載した帳簿（法定帳簿） ７年

業務に関して作成した上記以外の帳簿（任意帳簿） ５年

書　類
決算に関して作成した棚卸表その他の書類 ５年

業務に関して作成し、または受領した請求書、納品書、送
り状、領収書などの書類 ５年

２）　青色申告の場合
　青色申告者は、原則として正規の簿記の原則（一般的には複式簿記）により記帳
を行わなければなりませんが、簡易簿記で記帳してもよいことになっています。
　標準的な簡易簿記の種類は次のとおりです。
　①現金出納帳、②売掛帳、③買掛帳、④経費帳、⑤固定資産台帳

保存が必要なもの 保　存　期　間

帳　　簿 ７年

決算関係書類 ７年

現金預金取引等関係書類 ７年（前々年分所得が300万円以下は５年）

その他の書類 ５年

　なお、電子帳簿保存法により、一定の帳簿書類についてはコンピュータで作成
したものを紙に出力せず電子データのままで保存できる制度があります。詳細は、
68ページを参照してください。
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